
 

臨床研修協議会 規約 

 

 

 第１章 総 則 

 

（名称） 

第１条 この協議会は、臨床研修協議会（以下「本協議会」という）という。 

 

（事務所） 

第２条 本協議会は、事務所を東京都港区西新橋1丁目6番11号、公益財団法人医

療研修推進財団内におく。 

 

 

第２章 目的および事業 

 

（目的） 

第３条 本協議会は、医師法第１６条の２に基づく医師の臨床研修に関する調査およ

び研究の促進および連絡提携を図り、臨床研修の進歩発展に貢献し、もって

医師の資質向上と国民の健康増進に寄与することを目的とする 

 

（事業） 

第４条 本協議会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

 (１)臨床研修に関する調査、研究およびその成果の発表 

 (２)臨床研修に関する研究会・講習会の開催並びにガイドブックの提供 

 (３)臨床研修病院の臨床研修体制改善に関する事業 

 (４)臨床研修指導医等の研修に関する事業 

 (５)臨床研修医等の質的向上に関する事業 

 (６)内外の関連団体との連絡および提携 

 (７)その他、本協議会の目的を達成するために必要な事業 

 

 

第３章 会   員 

 

（会員） 

第５条 本協議会の会員は次のとおりとする。 

 (１)医師法第１６条の２に基づき都道府県知事が指定する病院（以下「臨床研修病院」



 

という）の長またはこれに準ずる者および臨床研修責任者で、本会の目的に賛同

し、別に定める会費を納入する者 

 (２)臨床研修病院以外の病院の長またはこれに準ずる者および臨床研修責任者で、

本会の目的に賛同し、別に定める会費を納入する者 

 

（入会） 

第６条 会員になろうとする者は，別に定める入会金を添えて入会申込書を理事長に

提出しなければならない。 

 

（資格の継承） 

第７条 会員が第５条第１号ないし第２号に規定する職を退いたときは、その後任者が会

員資格を継承することができる。 

 

（資格の喪失） 

第８条 会員は、次の理由によって会員資格を喪失する。 

  (１)退会したとき 

  (２)会費を２年以上滞納し、催告に応じないとき 

 

（退会）  

第９条 会員が退会しようとするときは、退会届けを理事長に提出しなければならない。 

 

（会費の不返還） 

第１０条 既納の会費および入会金は、いかなる理由があっても返還しない。 

 

 

第４章 役員、評議員および職員 

 

（役員） 

第１１条 本協議会には、次の役員をおく。 

  (１)理事 ８名以上１５名以内（うち理事長１名） 

  (２)監事 ２名 

  (３)前記１および２の他、顧問をおくことができる。 

  顧問は理事長経験者等のうち特に功労のあったと認められる者 

 

 

 



 

（理事の選任） 

第１２条 理事および監事は評議員会で選任し、理事は互選で理事長を 

    定める。 

  (１) 役員選任の手続きは別に定める。 

 

（理事の職務） 

第１３条 理事は、次の掲げる職務を行う。 

 ２ 理事長は、本協議会を代表し、会務を統括する。 

 ３ 理事は理事会を組織して、次の事項を決議する。 

(１) 事業計画および収支予算についての事項 

(２) 事業報告および収支決算書についての事項 

(３) その他本協議会の事業に関する重要事項で理事会において必要と認めたもの 

 

 

（監事の職務） 

第１４条 監事は、本協議会の業務および財産に関し、次の各号に定める業務を行う。 

 ２ 本協議会の財産の状況を監査すること 

 ３ 理事の業務執行の状況を監査すること 

 ４ 財産の状況または業務の執行について不正の事実を発見したときは、これを理

事会に報告すること 

 

（役員の任期） 

第１５条 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

 ２ 継承により就任した役員は、前任者または現任者の残任期間とする。 

 ３ 役員は、その任期満了後も後任者が就任するまでは、なおその職務を行うものと

する。 

 

（評議員の選任およびその任期） 

第１６条 本協議会には、１５名以上２５名以内の評議員をおき、理事会で選任する。 

 ２ 評議員選任の手続きは別に定める。  

 ３ 評議員の任期には、第１５条の規定を準用する。 

   同条中「役員」とあるのは「評議員」と読み替えるものとする。 

  

（評議員の職務） 

第１７条 評議員は評議員会を組織して、理事会が提出する議案について評議し、そ

の他必要と認められる事項について理事会に意見を述べる。 



 

（職員） 

第１８条 本協議会の事務を処理するため、必要な職員をおく。 

  ２ 職員は、理事長が任免する。 

  ３ 職員は有給とする。 

 

 

第５章 理事会及び評議員会 

 

（理事会の開催） 

第１９条 理事会は、定例理事会として毎年度終了後３ヵ月以内および翌年度開始３ヵ

月以内の２回開催するほか、必要がある場合に臨時の理事会を開催するこ

とができる。 

 

（理事会の招集） 

第２０条 理事会は、理事長が招集する。 

 

（理事会の議長） 

第２１条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。ただし、理事長に事故があるとき

または欠けたときに、あらかじめ理事会において定めた、他の理事がこれに

あたる。 

 

（理事会の定足数） 

第２２条 理事会は、理事現在数の過半数以上の出席により成立する。ただし、当該

議事につき書面をもってあらかじめ意思を表示した者は、出席したものとみ

なす。 

 

（理事会の決議） 

第２３条 理事会の決議は、理事の過半数が出席し、その過半数をもって決する。 

 

（評議員会の開催） 

第２４条 評議員会は、定例理事会として毎年度終了後３ヵ月以内開催するほか、必

要がある場合に臨時の評議員会を開催することができる。 

 

（評議員会の議長） 

第２５条 評議員会の議長は、理事長がこれにあたる。 

 



 

（評議員会の定足数） 

第２６条 評議員会は、評議員現在数の過半数以上の出席により成立する。ただし、

当該議事につき書面をもってあらかじめ意思を表示した者は、出席したものとみなす。 

 

（評議員会の決議） 

第２７条 評議員会の決議は、評議員の過半数が出席し、その過半数をもって決する。 

 

（理事会及び評議員会の報告） 

第２８条 理事会及び評議員会で承認された事項については、会員に報告する。 

 

 

第６章 財産および会計 

 

（財産の構成） 

第２９条 本協議会の財産は，次のとおりとする。 

  (１)会費 

  (２)事業に伴う収入 

  （３)寄附金品 

  (４)その他の収入 

 

（財産の管理） 

第３０条 本協議会の財産は理事長が管理し、理事長が保管する。 

 

（事業計画および収支予算） 

第３１条 本協議会の事業計画およびこれに伴う収支予算は、毎会計年度開始前に

理事長が編成、理事会の議決を経なければならない。事業計画および収支

予算を変更しようとする場合も同様である。 

 

（収支決算） 

第３２条 本協議会の収支決算は、毎会計年度終了３ヵ月以内に理事長が作成し、収

支決算書、事業報告書ならびに会員の異動状況書とともに監事の意見を付け、

理事会の承認を受けなければならない。 

 

（会計年度） 

第３３条 本協議会の会計年度は，毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。 

  



 

第７章 規約の変更および解散 

 

（規約の変更） 

第３４条 この規約は、理事会において、過半数以上の議決を経なければ変更するこ

とができない。 

 

（解散） 

第３５条 本協議会の解散は、理事会において、４分の３以上の議決を経なければなら

ない。  

 

（残余財産の処分） 

第３６条 本協議会の解散に伴う残余財産は、理事会において、４分の３以上の議決

を経て、本会の目的に類似の目的を有する団体に寄附するものとする。 

 

第８章 補   則 

 

（書類および帳簿の備付など） 

第３７条 本協議会の事務所に，次の書類および帳簿を備えなければならない。 

  (１)本協議会規約 

  (２)会員名簿 

  (３)役員および評議員の名簿 

  (４)収入支出に関する証拠書類 

  (５)理事会および評議員会の議事に関する書類 

  (６)その他必要な書類および帳簿 

２ 前項の書類および帳簿は、永久保存としなければならない。ただし、前項６号の帳簿

および書類は５年以上保存しなければならない。 

 

（施行細則） 

第３８条 この規約についての細則は、理事会の議決を経て別に定める。 

 

付   則 

１ この規約は、議決のあった日から施行する。 

             平成 ８年 ４月２０日 施行 

２ 平成２５年 ４月２０日 一部改正  

３ 平成３０年 ５月１４日 一部改正 

４ 令和 ４年 ３月１４日 一部改正 



 

臨床研修協議会規約 施行細則 

 

第１章 会費および入会金 

 

（会費） 

第１条 本協議会の会費は、年額２５，０００円とする。 

 

（入会金） 

第２条 本協議会の入会金は、１０，０００円とする。 

 

 

第２章 役員および評議員の選任 

 

（役員の選任） 

第３条 理事は，評議員の中から、評議員会において推薦し選任する。 

２ 監事は、理事および職員を除く会員の中から、評議員会において推薦し選任する。 

 

（評議員の選任） 

第４条 評議員は、会員の中から理事会が推薦し選任する。 

 

（資格の継承） 

第５条 役員および評議員の資格には、規約第７条の規定を準用する。 

 

 

第３章 臨床研修研究会 

 

（臨床研修研究会） 

第６条 本協議会は、毎年１回臨床研修に関する研究会を開催する。 

 

（臨床研修研究会担当者） 

第７条 研究会ごとに、研究会担当者１名をおく。 

２ 研究会担当者は、会員の中から、本人の同意を得て理事会が決定する。 

３ 研究会担当者は、研究会を主催し、その運営を統括する。 

４ 研究会担当者は、必要があるときは理事会に出席して意見を述べることができる。 

５ 研究会担当者は、事前に収支見込を理事長に提出し、研究会終了後速やかに収

支の実績報告を行う。 



 

第４章 委員会および委員 

 

（委員会） 

第８条 理事会は、会務の執行を円滑ならしめるために、必要に応じて各種委員会を

設けることができる。 

 

（委員） 

第９条 各委員会の委員は、会員の中から理事会が選出し、理事長が委嘱する。 

２ 理事長は、理事の中から各委員会の委員長１名を委嘱する。 

３ 委員会の委員の任期には、規約第１５条の規定を準用する。この場合には、同 

 条中「役員」とあるのは「委員」と読み替えるものとする。  

 

付   則 

 この施行細則は、理事会の議決を経なければ変更することができない。 


